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３ 議事 

(１) 地域ケア会議の実施状況について 

 

  

 

      

 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施主体 
会議の 

種類 

地域ケアの５つの種類 

個別課題 

解決機能 

ネットワー

ク構築機能 

地域課題 

発見機能 

地域づくり 

資源開発機能 

政策形成 

機能 

地域包括支援

センター 

【地域レベル】 

地域ケア 

個別会議 
○ ○ ○ ○ × 

保健福祉課 

【区レベル】 

包括ケア 

会議 
○ ○ ○ ○ × 

市 

【市レベル】 

高齢者支援と

介護の質の向

上推進会議 

× ○ ○ ○ ○ 

地域ケア会議について 

○地域ケア会議は、地域包括ケアシステムの実現のための有効なツールである。 

○具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント

支援を行うとともに、地域のネットワーク構築につなげる。 

国が示す地域ケア会議の役割 

地域課題 

発見 
政策形成 

地域づくり・ 

資源開発 

ネットワーク 

構築 

個別課題 

解決 

北九州市での実施 

地域包括支援センター 保健福祉課 市レベル 

【地域ケア個別会議】 

自立支援により一層の

主眼を置き、専門職から

のアドバイスを加えて

実施 
参加者：本人・家族・民生

委員や地域住民・介護サー

ビス事業者・行政職員等 

アドバイザー：リハビリテ

ーション専門職・栄養士・

歯科衛生士等 

 

【包括ケア会議】 

地域ケア個別会議の報

告・地域課題の検討 

 
構成員：医療関係者・施設

関係者・介護サービスに関

連する事業者・職能団体・

警察関係者・法律関係者等 

【高齢者支援と介護の

質の向上推進会議】 

 
 

構成員：医療関係者・介護

サービスに関連する事業

者・職能団体・法律関係者・

学識経験者 
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市役所 市役所

総務市民局
地域振興課

市民活動推進課
生涯学習課

安全・安心推進課

都市戦略局
都市交通政策課

空き家対策推進室

都市整備局
住宅計画課

保健福祉局
地域福祉推進課

認知症支援・介護予防
課長寿社会対策課

介護保険課
地域医療課
健康推進課

危機管理室

産業経済局

区役所 第１層協議体 包括ケア会議 区役所

保健福祉課
いのちをつなぐネットワーク係

高齢者・障害者相談係
地域保健係

コミュニティ支援課

社会福祉協議会区事務所
地域支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地区担当職員

【役　割】
・第2層協議体の課題の集約、調整

・区レベルでの互助の仕組み・資源開発

【既存組織】
保健・医療・福祉・地域連携推進協議会

【参加者（例）】
三師会、地域団体、福祉団体、ＮＰＯ、
学校関係、郵便局、企業、行政機関等

【役　割】
・困難事例に対する助言、専門的・技術的支援

・地域ケア個別会議の課題集約

【主催者】
保健福祉課・統括支援センター

【参加者】
保健・医療・福祉関係者、弁護士、

まちづくり関係団体等から10名程度の委員

保健福祉課
統括支援センター

高齢者・障害者相談係

区役所 第２層協議体 地域ケア個別会議 区役所

保健福祉課
いのちをつなぐネットワーク係

地域保健係

コミュニティ支援課

社会福祉協議会区事務所
地域支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地区担当職員

【役　割】
・共助社会づくりに向けた意識統一

・地域ニーズ・資源の見える化
・生活支援サービス・資源開発

・地域の担い手・事業所・店舗への働きかけ

【既存組織】
校（地）区社協連絡調整会議

まちづくり協議会

【参加者（例）】
社協・自治会、民生委員、福祉協力員、ＮＰＯ、

生協、学校、福祉事業所、商店、行政等

【役　割】
・高齢者の自立支援

・個別事例の解決を通じた地域課題把握
・地域資源を活用した解決策の検討

・関係者とのネットワーク構築

【主催者】
地域包括支援センター

【参加者】
本人・家族、民生委員や自治会等の地域住民、

保健・医療・福祉関係者、介護保険事業者、
行政職員

保健福祉課
地域包括支援センター
高齢者・障害者相談係

地域保健係

区・市役所等 区・市役所等

「生活支援」・「介護予防」

●ふれあいネットワークの活動充実
（見守り・ゴミ出し・ちょっとした助け合い）

●住民主体の介護予防活動の推進
●多様な主体による生活支援サービスの創出
（買い物・外出・食事・家事支援、サロンづくり）

「医療」・「介護」

●在宅医療、かかりつけ医の推進
●医療・介護の連携推進

●在宅系サービス（訪問・通所介護）
●地域密着型介護サービスの充実

市　レ　ベ　ル

区　レ　ベ　ル

校　区　・　日　常　生　活　圏　域　レ　ベ　ル

校（地）区社会福祉協議会

ＮＰＯ、ボランティア団体

【役　割】
地域包括ケアシステム構築のための市レベルの課題把握、政策形成、全体調整

【既存組織】
・社会福祉審議会

・高齢者支援と介護の質の向上推進会議
・いのちをつなぐネットワーク推進会議　など

民生委員・福祉協力員

　かかりつけ医・歯科医・薬剤師

地域包括ケアシステム構築に向けた地域の体制づくり（イメージ）

「住まい」
●居住支援　●サービス付高齢者住宅　●住宅改修

市民センター館長・職員

民間事業所、店舗

ケアマネジャー

介護・福祉事業所
保健福祉課（区）
いのちネット係

コミュニティ支援課（区）

社会福祉協議会（市・区）
地域支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
ボランティアセンター

保健福祉局
地域福祉推進課
長寿社会対策課

総務市民局
市民活動推進課

（市民活動サポートセンター）
地域振興課
生涯学習課

安全・安心推進課

危機管理室・消防局

産業経済局
雇用政策課

商業・サービス産業政策課

保健福祉課（区）
統括支援センター

地域包括支援センター
高齢者・障害者相談係

地域保健係

在宅医療・介護連携
支援センター（5地区）

保健福祉局
認知症支援・介護予防

課
介護保険課
地域医療課
健康推進課

地　域　包　括　ケ　ア　シ　ス　テ　ム

自治会、まちづくり協議会

地　域　の　担　い　手

健康づくり・食生活改善推進員

認知症サポーター

介護予防普及員

人
材
育
成
・
活
動
支
援

人
材
育
成
・
活
動
支
援

開
催
・
出
席

開
催
・
出
席

情
報
共
有
・
調
整

情

報

共

有

情
報
共
有
・
調
整

協議への参加
協議要望

人材発掘・育成

活動促進

広域課題
政策要望

広域での課題解決・資源開発

政策効果

広域課題 広域での課題解決・資源開発

自助・互助・共助・公助

・
調
整

活
動
支
援

・
調
整

活
動
支
援

資源開発

依頼

地域資源

情報
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令和６ 年度 地域ケア個別会議（ 地域ケア会議） について 

 

 

地域包括支援センタ ーが開催する 地域ケア個別会議の実績について報告する 。  

 

１  会議について 

（ １ ）  開催回数 

５ ６ ８ 回   定例開催： ４ ９ ９ 回（ 令和元年９ 月よ り 毎月開催）  

随時開催：  ６ ９ 回（ 必要時）  

 

（ ２ ）  出席者（ 構成員） 種別及び延べ人数 

事例に関わる 介護保険事業者（ 通所系サービ ス の担当者、 訪問系サービス の担当

者） は、ほと んど の会議に参加し ており 、状況に応じ て本人・ 家族、地域支援者（ 民

生委員等） が参加し ている 。  

アド バイ ザーは、区役所ある いは委託の理学療法士ま たは作業療法士がほぼ毎回

参加、 必要に応じ て管理栄養士や地域担当保健師、 地域支援コ ーディ ネータ ー、 在

宅医療・ 介護連携支援センタ ー職員等が参加し ている 。  

その他と し て、 精神保健福祉相談員、 生活困窮者支援担当（ 行政）、 難病支援担

当（ 行政）、 歯科衛生士（ 行政）、 警察関係者、 施設関係者（ 相談員等）、 薬剤師な

ど 事例に応じ た関係者が参加し ている 。  

 

出席者（ 職種）  延べ人数 

出
席
者
・
ア
ド
バ
イ
ザ
䤀 

本人 １ １  

家族 ６  

地域住民（ 民生委員含む）  １ １  

介護支援専門員（ ケアマネジャ ー）  ２ ９ ６  

通所系サービ ス の担当者 １ ６ ６  

訪問系サービ ス の担当者 １ ０ ３  

福祉用具事業者 １ １ ９  

医療関係者 １ ２ ２  

理学療法士ま たは作業療法士 

（ リ ハビリ テーショ ン専門職）  

４ ７ ２  

管理栄養士 ３ ０ ６  

地域担当保健師 ８  

地域支援コ ーディ ネータ ー ２ ４ ５  

統括支援センタ ー（ アド バイ ザー）  ２ ０ ３  

保護課ケース ワ ーカー １ ０  

その他 ６ ０ ９  

小計 ２ ， ６ ８ ７  

主催者 地域包括支援センタ ー ２ ， ０ ５ ５  

オブザーバー 統括支援センタ ー １ ， １ ２ ６  

合計 ５ ， ８ ６ ８  
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２  検討事例について 

（ １ ） 担当者別事例件数 

○地域包括支援センタ ーがケアマネジメ ント を担当し ている 事例  ２ ６ ８ 件 

○居宅介護支援事業者がケアマネジメ ント を担当し ている 事例   ３ ０ ０ 件 

（ ２ ） 選定理由 

地域包括支援センタ ー職員の場合は、自立支援に資する ケアマネジメ ント の実践

力向上と 運営能力習得のために、 担当し ている 事例を選定し ており 、 自立支援の事

例が中心と なっている 。  

   居宅介護支援事業者の場合は、ケアマネジャ ーの処遇困難事例や相談のあった事

例が中心と なっている 。  

 

選定理由（ 重複あり ）  該当数 

要支援認定者 ３ ２ ５  

困難を感じ ている 事例 ２ ３ ７  

地域課題 ３ １  

 

３  実施結果 

○課題整理表を用いる こ と で、対象者の状態や課題について関係者間で共有する こ

と ができ 、 見通し や優先順位を踏ま えた具体的な支援内容を検討でき た。  

○関係者の協議やアド バイ ザーに助言を受ける こ と で、出席者のス キルアッ プにな

った。 ケアプラ ンやアセス メ ン ト を 見直すこ と ができ 、 適切な支援に繋がっ た。 

○集う 場、 外出、 見守り 、 災害時の避難方法等の地域課題が出さ れ、 一部地域の支

援につながった。  

○地域支援コ ーディ ネータ ーがアド バイ ザーと し て参加し 、 地域のサロ ン等、 地域

の社会資源情報が増えた。  

○居宅介護支援事業者から の事例も 増え、 困難事例の解決や地域課題の検討、 情報

提供に繋がった事例も ある 。 ま た、 地域包括支援センタ ーがケアマネジャ ーと 共

に課題整理を行う なかで、 自立支援・ 重度化防止の推進に向けケアマネジメ ント

支援を行っている 。  

 

４  包括ケア会議への報告 

   区で２ ヶ 月に１ 回開催し ている 包括ケア会議で、地域課題を含めた検討結果を報

告し 、 助言を受ける と と も に、 介護保険制度だけでは解決でき ない地域課題につい

て共有し ている 。  

 

会議の機能（ 重複あり ）  該当数 

個別課題解決 ５ ５ ６  

ネッ ト ワ ーク の構築 ６ ７  

地域課題発見 ４ １  

地域づく り 資源開発 ５  
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令和６年度 地域ケア個別会議における地域課題について 

＜地域課題の検討事例と対応（抜粋）＞ 

地域 

課題 
事  例 具体策の提案・課題 事  後 

包括ケア会議 

の意見 

閉じこ

もり予

防 

８０代女性。要支援２、

長男と同居。 

会議目的：視覚障害があ

る本人が自立した生活

を送り、地域との交流の

機会を得るためにはど

うすれば良いか。 

事例概要：視野狭窄があ

り、前を向くと足元が見

えない。 

（障害者手帳は未取

得）。日常生活動作（ADL）

は自立しているが、転倒

への強い不安から自宅

に閉じこもりがちであ

る。 

・自治会に加入して公民館

のサロンの利用を提案す

る。 

・障害者福祉会館を案内す

る（公共交通機関の利用）。 

・主治医に障害者手帳の取

得を相談する。 

・現状では障害者手帳は未

取得のため、移動時の支援

の確保が難しい。 

・自治会加入は、役割が

ついても出来ないから

と加入せず。公民館のサ

ロンへ参加できず。 

・公共交通機関を利用し

ての外出は転倒の不安

があり難しいことから、

通所介護の利用につな

がった。 

地域支援コーデ

ィネーター、福

祉用具プラザの

歩行訓練士か

ら、本人が参加

できそうな事業

の紹介や日常生

活の助言あり。 

地域と

のつな

がり 

８０代女性。要支援１、

夫と二人暮らし。 

会議目的：活動意欲を持

ち、機能低下を防ぐ方法

を検討したい 

事例概要：腰椎圧迫骨折

による 1 か月の入院加

療により、歩行状態悪化

あり。また、パーキンソ

ン病の診断も受けてい

る。自宅前が坂道で 1

人での外出が難しい環

境。本人は活動の意欲も

低く、役割もない。夫は

畑で作物を育てている。

活動への意欲向上や身

体機能の低下を防止す

る方法を検討したい。 

・万歩計を使用し、歩数を

書き出し、可視化する。 

・現状の食事量は維持し運

動量が増えれば食事量も

増やすことが望ましい。夫

が調理しているが本人が

週一回は料理する機会を

つくり、できる能力が維持

できるよう支援する。 

・本人は買い物を楽しみに

しており、地区として買い

物に困っているのであれ

ば移動販売者の協力が可

能。今後集客の見込みや町

内会長、自治会等へ相談が

必要。 

・畑作業は腰の痛みが出る

ので、まずは、通所介護で

の動作指導が必要。 

・万歩計を使用し意識し

て屋内歩行が増えた。 

・地域活動やサロンへの

参加はされていない。夫

が買い物支援している。 

・本人、庭の菜園でミニ

トマトなど収穫するこ

とが楽しみになり、低い

位置からの立ち上がり

訓練開始。庭で収穫され

た野菜で１品作るよう

にもなった。 

・近所の公園から落ち葉

をもらい、それを腐葉土

にして戻し、その土で作

った野菜を近隣住民等

に配るのが夫婦の生き

がいとなった。 

・つい最近まで

できていたこと

や、ＢＭＩ値、

家事や外出など

検討する前の状

態を把握し、目

標設置等検討が

必要。 

〈高齢者の移動

手段について〉 

・介護タクシー

がつかまりにく

い。福祉タクシ

ーが少ない中、

個人でしている

福祉タクシーへ

連絡し、何とか

利用。連携が大

切。 

・通所介護の空

き時間に送迎車

の活用ができな

いか。 
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地域 

課題 
事  例 具体策の提案・課題 事  後 

包括ケア会議 

の意見 

隣の空

き家の

老朽

化、倒

壊の危

険性 

80代女性。要介護１、要

介護１の夫と同居。 

会議目的：家族の関わり

が少ない中、認知症があ

っても地域で生活できる

支援方法の検討。 

事例概要：夫婦ともに認

知症あり。本人は夫とと

もに短時間のリハビリ特

化型の通所介護を週１回

利用。夫婦で協力し、概

ね日常生活は送れている

が、隣接する空き家が老

朽化しており、所有者と

の話し合いが必要な状

況。家族の関わりは少な

い。 

＜アドバイザー＞ 

・認知機能の低下には、通所

介護での運動と、本人の好き

なことや少し難しいが出来

そうなことに挑戦してみる

機会を作る。 

・疲れやすさは糖分摂取過多

が原因の可能性あり。 

・不規則な食事内容でタンパ

ク質や乳製品が少なく、フレ

イルの危険あり。 

＜空き家対策室＞ 

〇情報提供 

・空き家被害の可能性：各区

総務企画課 

・倒壊の可能性がある：本庁

対応 

・空き家の雑草、害虫問題：

別部署へのつなぎを本庁か

ら行う 

・認知機能の低下に対し

ては予定をカレンダーに

記載するなど本人の工夫

が見られる。 

・権利擁護事業を提案し

相談に繋がった。 

・主飲料を炭酸ジュース

からお茶・水に変え、足

が攣る頻度や不眠が改善

傾向にある。 

・食事内容も野菜を取り

入れる工夫が見られるよ

うになった。 

・隣家の空き家について

は、本人と家族から担当

課に問い合わせを行い、

対応依頼。 

・家族の関わりが少なか

ったが最近は家族から

「本人の様子が知りた

い」等、気にかける言動

がみられるようになっ

た。 

令和６年４月に 

法改正があり、 

相続における土

地の所有につい

て３年以内に登

記を変更するこ

とが義務化され

た。 

高齢化で空き家

問題が増えると

思われる。 

避難所

整備、 

買い物

支援 

70 代女性。要支援２、 

夫と二人暮らし 

会議目的：避難が必要な

要支援レベルの高齢者が

躊躇なく避難できる避難

所整備の検討をしたい。 

事例概要：地域の避難所

では、要支援レベルの高

齢者が過ごすのに適して

いない。また、山の麓で

徒歩圏内に買い物できる

場所がない。 

（地域の防災対策と避難

所の担当部署等も会議に

参加し協議を行った） 

＜避難所整備について＞ 

（個人として） 

・キャンプ用品の簡易ベッド

や関節を守るサポーターの

準備を検討する。 

・避難先として、ホテルや知

人宅の検討をしては。 

（組織として） 

・避難を躊躇する高齢者がい

ることを認識し、地区や区の

課題として対応策を考える。 

（介護保険サービス） 

・ショートステイの利用を検

討する。 

・避難所に福祉用具を持って

行ってもらえないか福祉用

具の事業所に打診する。 

・必要物品をあらかじめ周知

し避難のシミュレーション

をすることも大切ではない

か。 

＜買い物支援について＞ 

・近くの介護施設にきている

移動販売を地域住民にも開

放してもらえないか尋ねる。 

・他の移動販売を検討する。 

（避難所整備について） 

ホームセンターやスポー

ツ用品店に行きキャンプ

用品を見て回っている。 

 

（買い物支援について） 

・移動販売事業者へ相談

中。 

・会議に区の防災

担当に出席して

もらい避難所利

用を躊躇してい

る現状を把握し

てもらった。  

・地域課題の解決

に向けて発足し

た区役所３課の

プロジェクトに

情報伝達できた。 

 

6


